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【定性的情報・財務諸表等】 

 

1. 連結経営成績に関する定性的情報 
当第 2四半期累計期間における我が国経済は、米国内はもとより、欧州やアジアにおける金融危機の深刻化や景気の下

振れ懸念、株式・為替市場の大幅な変動などが、実体経済へ本格的に波及しつつあり、景気の減速感が一層強まってまい

りました。 

当社グループに大きな影響を与える電力関連設備工事の受注環境は、昨年発生した新潟県中越沖地震の影響及び燃料価

格の上昇等により不透明な状況が続いております。これを受け、設備投資の抑制や費用の削減が強化されたことにより、

当社を取り巻く経営環境は厳しい状況となっております。 

当第 2四半期連結累計期間の業績については、受注高は、原子力部門が定期点検工事並びに耐震強化工事等の受注によ

り前年同四半期比 57 億 83 百万円増、水力・変電部門、空調・電設・通信部門も増額となり、火力部門が減額となったも

のの、総額では前年同四半期比 53 億 9百万円増の 280 億 24 百万円（前年同期比 23.4％増）となりました。 

売上高は、火力部門が夏季需要に備えた定期点検工事の増加や長期停止火力の運転再開工事が集中したことにより前年

同四半期比 7 億 46 百万円増、空調・電設・通信部門も増額となり、原子力部門、水力・変電部門が減額となったものの、

総額で前年同四半期比 69 百万円増の 248 億 89 百万円（前年同期比 0.3％増）となりました。 

次期繰越高は、297 億 62 百万円（前年同期比 11.1%増）となりました。 

利益面については、原材料価格の高騰等厳しい市場環境のなか、資機材・要員の早期手配など業務プロセスの改善等に

よる経営全般にわたる原価低減方策の徹底に努めた結果、営業利益は 15 億 2 百万円（前年同期比 24.0％増）、経常利益

は 16 億 86 百万円（前年同期比 33.9％増）、四半期純利益は 8億 89 百万円（前年同期比 33.4％増）と増益となりました。 

なお、前年同期比は参考として記載しています。 

 

 

2. 連結財政状態に関する定性的情報 
      資産、負債および純資産の状況 

(1) 資産の部 

当第 2 四半期連結会計期間末における資産残高は 589 億 36 百万円となり、前連結会計年度末と比べて 14 億 28

百万円減少しています。これは主に前連結会計年度末に計上した売上債権(完成工事未収入金)が、当第 2四半期連

結累計期間に回収され減少したためです。 

(2) 負債の部 

当第 2 四半期連結会計期間末における負債残高は 148 億 19 百万円となり、前連結会計年度末と比べて 19 億 8

百万円減少しています。これは主に前連結会計年度末に計上した仕入債務(工事未払金)を、当第 2 四半期連結累計

期間に支払し減少したためです。 

(3) 純資産の部 

当第 2四半期連結会計期間末における純資産残高は 441 億 17 百万円となり、前連結会計年度末と比べて 4億 80

百万円増加しています。これは主に四半期純利益の計上により利益剰余金が増加したためです。 

 

なお、運転資金および設備資金等は自己資金でまかなっており、一時的な増減はありますが資金の流動性は確

保されています。 

 

 

3. 連結業績予想に関する定性的情報 
通期の業績予想については、平成 20 年 4 月 28 日に発表した業績予想を変更していません。 

 

 

4. その他 
(1) 期中における重要な子会社の異動 (連結範囲の変更を伴う特定子会社の異動) 

       該当事項はありません。 

 

(2) 簡便な会計処理及び四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理の適用 

       簡便な会計処理について一部適用していますが、いずれも影響額は僅少です。 

 

(3) 四半期連結財務諸表作成に係る会計処理の原則・手続、表示方法等の変更 

当連結会計年度より「四半期財務諸表に関する会計基準」（企業会計基準第 12 号 平成 19 年 3月 14 日）および

「四半期財務諸表に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第 14 号 平成 19 年 3 月 14 日）を適用し

ています。また、「四半期連結財務諸表規則」に従い四半期連結財務諸表を作成しています。 
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追加情報 

(役員退職慰労金制度の廃止) 

平成 20 年６月 27 日開催の定時株主総会において、役員退職慰労金制度の廃止と、役員退職慰労金の打ち切り

支給議案が承認可決されました。これにより、当社は当連結会計年度に「役員退職慰労引当金」を全額取崩し、

打ち切り支給額の未払分 51 百万円については、固定負債の「その他」に含めて表示しています。 
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 当連結会計年度より「四半期財務諸表に関する会計基準」（企業会計基準第 12 号）および「四半期財務諸表に関する会計基

準の適用指針」（企業会計基準適用指針第 14 号）を適用しています。また、「四半期連結財務諸表規則」に従い四半期連結財

務諸表を作成しています。 

 

 

 (3) 継続企業の前提に関する注記 

 

   当第 2四半期連結会計期間(自 平成 20 年 7 月 1日 至 平成 20 年 9月 30 日) 

    該当事項はありません。 

 

 

 (4) 株主資本の金額に著しい変動があった場合の注記 

 

   当第 2四半期連結累計期間(自 平成 20 年 4 月 1日 至 平成 20 年 9月 30 日) 

    該当事項はありません。 
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[参考資料] 

 

前中間連結損益計算書 

前中間連結会計期間 

自 平成19年４月１日 

至 平成19年９月30日 

期別 

 

 

科目 金額(百万円) 
百分比
(％) 

Ⅰ 売上高 

  完成工事高 24,820 100  

Ⅱ 売上原価 

  完成工事原価 22,034 88.8

   売上総利益 

   完成工事総利益 2,785 11.2

Ⅲ 販売費及び一般管理費 1,573 6.3

営業利益 1,211 4.9

Ⅳ 営業外収益 

  受取利息 28

  受取配当金 102

  負ののれん償却額 38

  その他 5 174 0.7

Ⅴ 営業外費用 

  支払利息 5

投資有価証券評価損 116

その他 4 127 0.5

経常利益 1,259 5.1

Ⅵ 特別利益 

債務免除益 5

その他 0 5 0.0

Ⅶ 特別損失 

貸倒引当金繰入額 182 

その他 33 215 0.9

税金等調整前中間純利益 1,049 4.2

法人税､住民税及び事業税 330

  法人税等調整額 126 456 1.8

  少数株主損失(△) △73 △0.3

中間純利益 666 2.7
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6．その他の情報 

 

部門別受注工事高･完成工事高及び手持工事高の状況 
前第 2四半期 

連結累計期間 
自 平成 19 年 4 月 1 日

至 平成 19 年 9月 30 日

当第 2四半期 

連結累計期間 
自 平成 20 年 4 月 1 日

至 平成 20 年 9月 30 日

比較増減 
(△は減少) 

前連結会計年度 
 

自 平成 19 年 4 月 1 日 
至 平成 20 年 3 月 31 日

期 別  

 

 部 門 別 
金額 

(百万円) 

構成比

(％) 

金額 

(百万円) 

構成比

(％) 

金額 

(百万円) 
金額 

(百万円) 
構成比

(％) 

火力部門 9,450 41.6 8,365 29.9 △1,084  22,351 44.9 

原子力部門 7,710 33.9 13,493 48.1 5,783  17,135 34.4 

水力･変電部門 1,208 5.3 1,572 5.6 364  2,664 5.3 

空調･電設･通信部門 4,081 18.0 4,315 15.4 234  7,130 14.3 

その他部門 264 1.2 277 1.0 12  531 1.1 

受 

注 

工 

事 

高 

合計 22,715 100   28,024 100   5,309  49,812 100   

火力部門 10,958 44.2 11,704 47.0 746  20,606 39.6 

原子力部門 9,140 36.8 8,668 34.8 △471  19,431 37.3 

水力･変電部門 1,521 6.1 1,089 4.4 △432  4,032 7.7 

空調･電設･通信部門 2,935 11.8 3,149 12.7 214  7,488 14.4 

その他部門 264 1.1 277 1.1 12  531 1.0 

完 

成 

工 

事 

高 

合計 24,820 100   24,889 100   69  52,090 100   

火力部門 9,800 36.6 9,713 32.6 △86  13,052 49.0 

原子力部門 10,789 40.3 14,747 49.6 3,957  9,923 37.3 

水力･変電部門 1,910 7.1 1,338 4.5 △571  855 3.2 

空調･電設･通信部門 4,300 16.0 3,962 13.3 △338  2,796 10.5 

その他部門 － － － － －  － － 

手 

持 

工 

事 

高 

合計 26,800 100   29,762 100   2,962  26,628 100   

 

 
以   上 
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